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地域医療構想の策定について 

 

 



  平成２５年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成２６年度 平成３０年度 

医療と介護の一体改革に係る今後のスケジュール 

同時改定 
（予定） 

基金（医療分のみ） 基金（介護分を追加） 基金 基金 

総合確保方針 

病床機能報告 

医療介護 
総合確保法 

改正医療法 

改正介護保険
法 介護保険事業 

（支援）計画策定 

医
療
計
画
策
定 

介
護
保
険
事
業 

（
支
援
）
計
画
策
定 

介護保険事業 
計画基本指針 

介護保険事業 
計画基本指針 

・2025年度までの将来
見通しの策定 

病床機能分化・連携の影響を
両計画に反映 

介護報酬改定（予定） 診療報酬改定（予定） 

基金造成・執行 
 

地域医療構想の策定 

第6期介護保険事業（支援）計画 
に位置付けた施策の実施 

・2025年の医療需要と、目指すべき医療提供体制 
・目指すべき医療提供体制を実現するための施策 

・介護サービスの拡充 
・地域支援事業による在宅医療・介護連携、地域ケ
ア会議、認知症施策、生活支援・介護予防等の推進 

第6次医療計画 第７次医療計画 
第７期介護保険事

業計画 第5期介護保険事業計画 第６期介護保険事業計画 

総合確保方針策定 

医療計画 
基本方針 

27.3.9保険局医療介護連携政策課資料を一部改変 

医療機能の分化・連携と、地域包括
ケアシステムの構築を一体的に推進 

医療政策課 

地域医療構想の 
ガイドライン
（年度末） 
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改正年 改正の趣旨等 主な改正内容等 

昭和２３年 
医療法制定 

 終戦後、医療機関の量的整備が急務とされる中で、医療水
準の確保を図るため、病院の施設基準等を整備 

○病院の施設基準を創設 

昭和６０年 
第一次改正 

 医療施設の量的整備が全国的にほぼ達成されたことに伴い、
医療資源の地域偏在の是正と医療施設の連携の推進を目指し
たもの。 

○医療計画制度の導入 
・二次医療圏ごとに必要病床数を設定 

平成４年 
第二次改正 

 人口の高齢化等に対応し、患者の症状に応じた適切な医療
を効率的に提供するための医療施設機能の体系化、患者サー
ビスの向上を図るための患者に対する必要な情報の提供等を
行ったもの。 

○特定機能病院の制度化 
○療養型病床群の制度化 
 

平成９年 
第三次改正 
 
 

 要介護者の増大等に対し、介護体制の整備、日常生活圏に
おける医療需要に対する医療提供、患者の立場に立った情報
提供体制、医療機関の役割分担の明確化及び連携の促進等を
行ったもの。 

○診療所への療養型病床群の設置 
○地域医療支援病院制度の創設 
○医療計画制度の充実 
・二次医療圏ごとに以下の内容を記載 
 地域医療支援病院、療養型病床群の整備目標 
 医療関係施設間の機能分担、業務連携 

平成１２年 
第四次改正 
 

 高齢化の進展等に伴う疾病構造の変化等を踏まえ、良質な
医療を効率的に提供する体制を確立するため、入院医療を提
供する体制の整備等を行ったもの。 

○療養病床、一般病床の創設 
○医療計画制度の見直し 
・基準病床数へ名称を変更 

平成１８年 
第五次改正 
 

 質の高い医療サービスが適切に受けられる体制を構築する
ため、医療に関する情報提供の推進、医療計画制度の見直し
等を通じた医療機能の分化・連携の推進、地域や診療科によ
る医師不足問題への対応等を行ったもの。 

○都道府県の医療対策協議会制度化 
○医療計画制度の見直し 
・４疾病５事業の具体的な医療連携体制を位置付
け 

平成２６年 
第六次改正 

 医療安全確保を狙いとした医療事故調査・支援センターの
新設、病床機能の分化と連携の推進を狙いとした病床機能報
告制度の新設等が行われます。 

○病床の機能分化・連携の推進 
・病床機能報告制度と地域医療構想の策定 
○在宅医療の推進 
○医師・看護職員確保対策 
○医療機関における勤務環境の改善 
○医療事故に係る調査の仕組み等の整備 
○医療法人制度の見直 

医療法の改正の主な経緯について 
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医療政策課 



策定後 

＜地域医療構想の策定＞  H27～Ｈ28 
1. 構想区域の設定（原則として、二次医療圏） 

 
2. 構想区域ごとに2025年の医療需要の推計 
高度急性期、急性期、回復期、慢性期の４機能ごとの医療需要を推計 
 

3. 医療需要に対する医療供給（医療提供体制）の検討 
主な疾病（がん、脳卒中及び心筋梗塞）ごとに確認・検討（他疾患等
についても、適宜、地域の実情に応じて検討） 

 
4. 医療需要に対する医療供給を踏まえた必要病床数の推計 

3.で検討された推定供給数を病床稼働率で除した数値を必要量（必要
病床数）と推計 
 

5. 2025年のあるべき医療提供体制を実現するための施策 
• 病床の機能の分化及び連携を推進するための複合的な取組及び人材
の確保・育成、在宅医療の充実 
• 医療従事者の確保・養成等 

 ・高齢化等に伴う医療ニーズの増大や、医療技術の高度化等に対応するため、医療資源を効果的かつ効率的に活用し、急性期から亜急性期、回復期、療養、在宅に至
るまでの流れを構築するため、一般病床について機能分化を進めていく。 

 ・患者が状態に見合った病床で、その状態にふさわしいより良質な医療サービスをうけることができることにつながる。 
 ・それぞれの医療機関が担っている機能が分かりやすく示されることにより、住民や患者が医療機関の機能を適切に理解しつつ利用していくことにつながる。 

＜病床機能報告制度＞  H26.10月～ 
 医療機関が、「一般病床及び療養病床」について、担っている医療機能の「現状」と「今後（６年後）の方向性」を選択し、「病棟単位」で県へ報告する。  
  ・医療機関が報告する機能 

 
 
 
 
 
 
 

   

地域医療構想の概要 

医療法改正により、医療機関からの「病床機能報告制度」の創設とともに、県による「地域医療構想」の策定が義務付けられた。 

概要 

目的 

＜協議の場（地域医療構想調整会議）の設置＞ 
・都道府県は、構想区域等ごとに、地域医療構想の達成を推
進するため、医療関係者、医療保険者その他の関係者との協
議を行う地域医療構想調整会議を設置。 

・医療機関の自主的な取組と、地域医療構想調整会議での医
療機関相互の協議により機能分化・連携を推進。 

＜都道府県知事の権限の強化＞ 
・不足機能への転換を医療機能へ要請（公的医療機関には指示）   
・稼働していない病床の削減の要請（公的医療機関には命令） 

   
上記の要請に従わない場合は、勧告 
上記の勧告や指示・命令に従わない場合の措置 
・医療機関名の公表  
・地域医療支援病院（特定機能病院）の承認の取消  
・補助金の交付対象からの除外 

 新たな財政支援制度（基金）による支援 

高度急性期 急性期の患者に対し、状態の早期安定化に向けて、診療密度が特に高い医療を提供する機能 

急性期 急性期の患者に対し、状態の早期安定化に向けて、医療を提供する機能 

回復期 
急性期を経過した患者への在宅復帰に向けた医療やリハビリテーションを提供する機能 
特に、急性期を経過した脳血管疾患等の患者に対し、ADLの向上や在宅復帰を目的としたリハビリテーションを集中的に提供 

慢性期 
長期にわたり療養が必要な患者を入院させる機能 
長期にわたり療養が必要な重度の障害者（重度の意識障害者を含む）、難病患者等を入院させる機能 

・併せて地域医療構想を策定する上で必要な「提供している医療の具体的内容に関する情報」を報告 

内容 

医療政策課 
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H27.3.31 地域医療構想策定ガイドライン（局長通知）の制定 
H27.4.1 医療法改正の施行 



医療政策課 地域医療構想策定ガイドラインの概要 

＜Ⅰ 地域医療構想の策定＞ 
１．策定を行う体制の整備 
 

２．策定及び実現に必要なデータの収集・分析・共有 
 

３．構想区域の設定（二次医療圏を原則とする） 
 

４．構想区域ごとに2025年の医療需要の推計 
高度急性期、急性期、回復期、慢性期の４機能ごとの医療需要を推計（次頁に詳細あり） 

 

５．医療需要に対する医療供給（医療提供体制）の検討 
主な疾病（がん、脳卒中及び心筋梗塞）ごとに確認・検討（他疾患等についても、適宜、地域の実情に応じて検討） 

 

６．医療需要に対する医療供給を踏まえた必要病床数の推計 
5.で検討された推定供給数を病床稼働率で除した数値を必要量（必要病床数）と推計 
病床稼働率は、高度急性期75%、急性期78%、回復期90%、慢性期92% 

 

７．構想区域の確認 
 

８．2025年のあるべき医療提供体制を実現するための施策の検討 
◯基本的な考え方 
医療関係者のみでなく、介護、福祉（児童、障害等）、教育、就労等、関係者は多岐にわたる 
→県は幅広い視点で地域医療を捉えるとともに、関連する法・制度や関係団体の取組を活用することも含めて検討 
（特に、精神疾患や認知症対策） 

◯施策の検討 
• 病床の機能の分化及び連携を推進 
• 在宅医療の充実 
• 医療従事者の確保・養成 

 

＜Ⅱ 策定後の取組＞ 
• 構想区域等ごとに、地域医療構想の達成を推進するため、医療関係者、医療保険者その他の関係者との協議を行う地域医療構想調整
会議を設置 

• 医療機関の自主的な取組と、地域医療構想調整会議での医療機関相互の協議により機能分化・連携を推進 
 

＜Ⅲ 病床機能報告制度の公表の仕方＞ 
• 患者や住民に対する公表 
• 調整会議での情報活用 

課題と対策 
＝8.実現するための施策 

 

実現に向けたPDCA 
＝Ⅱ 策定後の取組 

現状 
＝2.データ収集分析共有 

目標 
＝5.医療提供体制 

（イメージ） 
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（「第９回地域医療策定ガイドライン等に関する検討会」資料） 
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高度急性期機能、急性期機能、回復期機能の医療需要の考え方 

救命救急病棟等で実施するような重症
者に対する診療密度が特に高い医療か
ら、一般的な標準治療へ移行する段階
における医療資源投入量 

急性期における医療が終了し、医療
資源投入量が一定程度落ち着いた段
階における医療資源投入量 

在宅等においても実施できる医療
やリハビリテーションの密度にお
ける医療資源投入量 

○ 高度急性期と急性期との境界点（C1）、急性期と回復期との境界点（C２）となる医療資源投入量を分析。 
○ 在宅医療やリハビリテーションに相当する医療資源投入量として見込まれる境界点（Ｃ３）を分析。 
○ C1超の患者延べ数を高度急性期機能の患者数、C1～C2の患者延べ数を急性期機能の患者数、 
 C2～C3の患者延べ数を回復期機能の患者数として計算 
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（「第９回地域医療策定ガイドライン等に関する検討会」資料を一部改変） 

医療政策課 
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（「第９回地域医療策定ガイドライン等に関する検討会」資料） 

医療政策課 
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（「第９回地域医療策定ガイドライン等に関する検討会」資料） 

医療政策課 
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（「第９回地域医療策定ガイドライン等に関する検討会」資料） 

医療政策課 



第６期高知県保健医療計画（H25年度～H29年度）における基準病床数 

 
● 一般病床及び療養病床、精神病床、結核病床、感染症病床についてそれぞれ定め、病床数は省令・告示 
 に規定する算定式に基づき（一般＋療養、精神）、または国の算定式を参考に（結核・感染症）定める。 
● 一般病床は医療圏間の入院患者の（流入－流出）に1/3を乗じた数を加え、療養病床はこれを加算しない。 
  

【一般病床の計算式】                               【療養病床の計算式】 

Σ（年齢階級別人口＊退院率）＊平均在院日数＋（流入－流出）＊1/3 Σ（年齢階級別人口＊需要率）－（介護施設で対応可能な数）＋０ 
           病床利用率                           病床利用率 
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保健医療圏 第6期計画 既存病床数 第5期計画 既存病床数 
ー基準病床数 

高知県計 ８，４０３ 14,687 ９，５４７ ▲6,284 

安  芸 ４３６ 512 ５０９ ▲76 

中  央 ６，３７０ 11,723 ７，１４５ ▲5,353 

高  幡 ５８９ 770 ７０７ ▲181 

幡  多 １，００８ 1,682 １，１８６ ▲674 

第6期計画 既存病床数 第5期計画 既存病床数 
ー基準病床数 

高知県計 ２，４９３ 3,676 ２，７４５ ▲1,183 

第6期計画 既存病床数 第5期計画 既存病床数 
ー基準病床数 

高知県計 ６０ 107 ６０ ▲47 

第6期計画 既存病床数 第5期計画 既存病床数 
ー基準病床数 

高知県計 １１ 11 １１ 0 

（既存病床数は平成27年2月28日現在） 

一般病床 
＋ 

療養病床 

精神病床 

結核病床 

感染症病床 

医療政策課 
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（「第９回地域医療策定ガイドライン等に関する検討会」資料） 

医療政策課 



議事 開催時期 参加する関係者 

通 

常 

の 

開 

催 

（
法
30

の
14

②
） 

病
床
の
機
能
分
化
・
連
携
の
推
進 

①各病院・有床診療所が担うべき 
 病床機能及びその病床数に 
 関する協議 

地域の実情に応じて、都道府県が 
随時開催 

議事等に応じ、都道府県が選定 

②病床機能報告制度による情報等 
 の共有 病床機能報告制度や地域医療介護 

総合確保基金のスケジュールを念頭 
に定期的に開催 

医師会、歯科医師会、病院団体、病院・
有床診療所の開設者・管理者、医療保険
者を基本とし、 
 
都道府県が選定 

③都道府県計画（地域医療介護 
 総合確保基金）に関する協議 

そ
の
他 

④その他の地域医療構想の達成 
 の推進（地域包括ケア、人材の 
 確保、診療科ごとの連携など） 
 に関する協議 

地域の実情に応じて、都道府県が 
随時開催 

議事等に応じ、都道府県が選定 

病
院
の
開
設
・
増
床
、 

医
療
機
能
の
転
換 

へ
の
対
応 

⑤開設・増床等の許可申請の内容 
 に関する協議 
 （法30の14③） 

医療機関が開設・増床等の許可申請 
をした場合に開催 

許可申請をした医療機関及び当該申請に
係る利害関係者 等 
を都道府県が選定 

⑥過剰な医療機能への転換 
 に関する協議 
 （法30の15②） 

医療機関が過剰な医療機能に転換 
しようとする場合に開催 

転換をしようとする医療機関及び当該転
換に係る利害関係者 等 
を都道府県が選定 

（「第４回地域医療策定ガイドライン等に関する検討会」資料を一部改変） 

地域医療構想調整会議の議事、開催時期、参加者について 

医療政策課 
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○ 都道府県は、地域医療構想の実現について、医療関係者、医療保険者等の関係者との協議を行う「協議の場」を設置。 
  医療機関相互の協議により、地域医療構想を推進していくが、協議だけでは進まない場合には、都道府県知事が以下の
措置を講ずることができることとする。 

 
 

① 病院の新規開設・増床への対応 
○ 都道府県知事は、開設許可の際に、不足している医療機能を担うという条件を付けることができることとする。 

 
② 既存医療機関による医療機能の転換への対応 
 ［医療機関が過剰な医療機能に転換しようとする場合］ 
○ 都道府県知事は、医療機関に対して医療審議会での説明等を求めることができることとし、転換にやむを得ない事情が
ないと認める時は、医療審議会の意見を聴いて、転換の中止を要請（公的医療機関等には命令）することができることと
する。 

 
 ［「協議の場」の協議が調わず、自主的な取組みだけでは機能分化・連携が進まない場合］ 
○ 都道府県知事は、医療審議会の意見を聴いて、不足している医療機能に係る医療を提供すること等を要請（公的医療機
関等には指示）することができることとする。 

 
③ 稼働していない病床の削減の要請 
○ 医療計画の達成の推進のため特に必要がある場合において、都道府県知事は公的医療機関等以外の医療機関に対して、
医療審議会の意見を聴いて、稼働していない病床の削減を要請することができることとする。 

  ※ 現行の医療法上、公的医療機関等に対しては、都道府県知事が稼働していない病床の削減を命令することができるこ
ととなっている。 

  
【医療機関が上記の要請又は命令・指示に従わない場合の措置】 
○ 医療機関が上記の要請に従わない場合は、都道府県知事が勧告を行う。当該勧告にも従わない場合や、公的医療機関
が上記 
 の命令・指示に従わない場合には、現行の医療法上の措置（管理者の変更命令や公的医療機関への運営の指示等）に加
えて、 
 以下の措置を講ずることができることとする。 
  イ 医療機関名の公表 
  ロ 各種補助金の交付対象や福祉医療機構の融資対象からの除外 
  ハ 地域医療支援病院・特定機能病院の不承認・承認の取消し 13  

地域医療構想を実現する仕組み 

１．「協議の場」の設置 

２．都道府県知事が講ずることができる措置 

医療政策課 



地域医療構想策定ワーキンググループの設置について 

設置主旨 

根拠 

人員構成 

検討事項 

高知県における地域医療構想を策定することを目的とする。 

医療法第30条の14において、「都道府県は、構想区域等ごとに、地域医療構想調整会議を設け、関係者との連携を図りつつ、
将来の必要病床数を達成するための方策その他の地域医療構想の達成を推進するために必要な協議を行うもの」とされてい
る。そのうえで、医療計画の一部である地域医療構想を策定するため、本県では医療計画評価推進部会の下に本ワーキング
グループを設置しようとするものである。 

1. 地域医療構想の策定を行う体制の整備 
2. 地域医療構想の策定及び実現に必要なデータの収集・分析・共有 
3. 構想区域の設定 
4. 構想区域ごとに医療需要の推計 
5. 医療需要に対する医療供給（医療提供体制）の検討 
6. 医療需要に対する医療供給を踏まえ必要病床数の推計 
7. 構想区域の確認 
8. 平成37（2025）年のあるべき医療提供体制を実現するための施策を検討 

地域医療構想策定とその後の達成のために必要と医療審議会で認められる利害関係者・調整者 

（案） ・学識経験者 

    ・医療提供者（職能団体（医歯薬看）、病院団体等） 

    ・介護提供者（介護福祉関係団体） 

    ・保険者 

    ・市町村 

    ・医療を受ける者 



地域医療構想調整会議について 

設置主旨 

根拠 

人員構成 

検討事項 

地域医療構想の実現に向けた取組を協議すること 

よって、地域医療構想の策定段階から設置し、構想区域における関係者の意見をまとめることが適当である 

策定段階はワーキンググループを設置し、構想策定後に調整会議へと移行する想定 

医療法第30条の14 

１．地域の病院・有床診療所が担うべき病床機能に関する協議 
２．病床機能報告制度による情報等の共有 
３．都道府県計画に盛り込む事業に関する協議    
４．その他の地域医療構想の達成の推進に関する協議 
（※ 上記のほか、医療機関が開設・増床等の許可申請をした場合又は過剰な病床機能に転換しようとする場合、当該許可
申請の内容又は転換に関する協議） 

「都道府県は、議事等に応じて、参加を求める関係者を柔軟に選定することとし、」（ガイドラインより抜粋） 

 １、４：議事に応じて県が選定 

 ２，３：医師会、歯科医師会、病院団体、地域の中核病院、医療保険者等を県が選定 



高知県地域医療構想・調整会議の意思決定について（案） 

＜スケジュールと組織＞ 

各福祉保健所 
（日本一の健康長寿県構想地域推
進協議会や地域医療体制部会等を
活用）（高知市保健所は県直営） 

地域医療構想策定 
ワーキンググループ 

医療審議会 

保健医療計画評価推進部会 
地
域
医
療
構
想
策
定 

地域医療構想調整会議 合
意 

高知県医師会 
地域医療ビジョン対策委員会 

・地域医療構想についての諮問答申 

・WGからの案について、意見・評価 

・具体的に構想圏域ごとの医療提供
体制について協議 

・医師会を中心に各病院団体等が協議する場 

・医療関係者、市町村、住民患者等から広
く意見聴取し、WGと意見交換 

 （新基金についても） 

１．地域の病院・有床診療所が担うべき病床機能に関
する協議 

２．病床機能報告制度による情報の共有 
３．地域医療介護総合確保基金に係る都道府県計画に
関する協議    

４．その他（地域包括ケア、人材の確保、診療科ごと
の連携など） 

・策定後は調整会議へ移行することを想定 

医療政策課 
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役割： 

地域医療構想の実現に向けた取組を協議すること 

（医療法第30条の14） 
都道府県は、構想区域等ごとに、地域医療構想調整会議を設
け、関係者との連携を図りつつ、将来の必要病床数を達成す
るための方策その他の地域医療構想の達成を推進するために
必要な協議を行うもの 

 
構成員： 
医療法上、「協議の場」の参加者については、「診療に関す
る学識経験者の団体との他の医療関係者、医療保険者その他
の関係者」とされており、医療法の当該規定に沿って、医師
会、歯科医師会、病院団体、病院・有床診療所の開設者・管
理者、医療保険者を基本とし、議事に応じて県が選定 

 
その他調整会議に関する事項： 

専門部会やワーキンググループの設置も考えられる 



3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

医療 
審議
会・ 
医療
計画
部会 

構想

WG 

医師
会委
員会 

事務
局 

地
域
医
療
構
想
策
定
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン 4/6 

・病床機能報告 

・策定体制 

・GL 

・基金 

・地域医療構想説
明 

・GL説明 

 
・病床機能報告内
容等データの活用 

・構想区域設定 

 
・今後のスケ
ジュール確認 

4/23 
医療計画部
会（WG設置、
27基金） 

5月11日 

医療審議会
（WG設置、
27基金） 

・目的共有 

 
・各圏域の検討状況や
機能転換の状況把握 
・必要あれば現場調
整・支援を検討 

 
・課題抽出・整理 
・具体的な機能分化・
連携議論 

・基金事業の議論 

 
・今後のスケジュール
確認 

・病床機
能報告内
容と必要
病床数の
比較 

現状把握 

課題整理 

進捗状況把握 

情報提供 

・目的共有 

 
・病床機能報
告内容を踏ま
えた進捗管理
と課題設定 
・構想策定へ
の最終整理 

国から支
援ツール 

研
修
会 

研
修
会 

必要病床数等計算 

（国は６～７月頃を想定） 
国から 

データブック 

適宜、開催 

・目的共有 

 
・医療需要推計 

・提供体制検討 

・必要量推計 

・構想区域確認 
・病床機能報告
内容と必要病床
数の比較 
・課題抽出・整
理 
・具体的な機能
分化・連携議論 

 
・今後のスケ
ジュール確認 

医療計画
部会
（WG進
捗状況報
告、28基
金） 

・病床機能
報告（速報
値）公表 
・必要病床
数と比較検
討 

・目的共有 

 
・各圏域の検討状況や
機能転換の状況把握 
・必要あれば現場調
整・支援を検討 

 
・課題抽出・整理 
・具体的な機能分化・
連携議論 

・基金事業の議論 

 
・今後のスケジュール
確認 

地域医療構想策定スケジュール（案） 医療政策課 

政府社会保
障改革本部
専門調査会
で必要病床
数の推計を
公表予定 

連休明け 
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高知県医療審議会要綱（案） 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、医療法施行令（昭和２３年政令第３２６号）第５条の２２の規定に 

基づき、高知県医療審議会（以下「審議会」という。）の運営に必要な事項について定め 

る。 

 

（会長） 

第２条 審議会は会長が議長となる。 

 

（副会長） 

第３条 審議会に副会長を置く。 

２ 副会長は、審議会委員の互選により定める。 

３ 会長に事故があるときは、副会長が、その職務を行う。 

 

（会議録） 

第４条 会長は議事録を作成し、会長の指名する審議会委員２名が署名する。 

 

（部会） 

第５条 審議会に医療法人部会、保健医療計画評価推進部会及び医療従事者確保推進部会

を置く。 

２ 部会の議事の手続きその他運営に関し必要な事項は、審議会に関する規定を準用する。 

３ 専門の事項を調査審議させるため特に必要があるときは、保健医療計画評価推進部会 

及び医療従事者確保推進部会に、医療審議会委員及び専門委員以外の者を置くことがで 

きる。  

４ 前項に定める者の任命、任期等についての事項は、専門委員に関する規定（医療法施 

行令第５条の１９第２項から第４項まで及び同条の２１第２項の規定）を準用する。 

 

（医療法人部会） 

第６条 医療法人部会は、医療法人に関する事項を調査審議する。 

２ 医療法人部会の委員は、審議会委員８人以内とする。 

３ 医療法人部会の決議は、審議会の決議とする。 

 

（保健医療計画評価推進部会） 

第７条 保健医療計画評価推進部会（以下「計画部会」という。）は、保健医療計画の着

実な進行を図るため、計画期間の県内全体における継続的な評価や進行管理、次期計画

の策定に関する事項を調査審議する。 

２ 保健医療計画評価推進部会の委員は、審議会委員８人以内、専門委員１０人以内及び 

第５条第３項に定める者とする。 

３ 予め審議会の認めた事項についての保健医療計画評価推進部会の決議は、審議会の決 

議とする。 



 

４ 地域医療構想（医療法（昭和２３年法律第２０５号）第３０条の４第２項第７号に規

定する構想をいう。）の策定に関する事項を調査審議するため、計画部会に地域医療構想

策定ワーキンググループを置く。 

５ 地域医療構想策定ワーキンググループの組織及び運営に関し必要な事項は、医療法施

行令第５条の２１第３項の規定に基づく計画部会の部会長が別途定める。 

 

（医療従事者確保推進部会） 

第８条 医療従事者確保推進部会は、高知県における医療の確保を目的に、医師確保等に 

関する事項を調査審議する。 

２ 医療従事者確保推進部会は、医療法第３０条の２３１２に規定する「協議の場」とし

て運営するものとする。 

３ 医療従事者確保推進部会の委員は、審議会委員８人以内、専門委員１０人以内及び第

５条第３項に定める者とする。 

４ 予め審議会の認めた事項についての医療従事者確保推進部会の決議は、審議会の決議 

とする。 

 

（事務局） 

第９条 審議会の事務局は、高知県健康政策部医療政策課に置く。 

 

 付則 

第１条 この要綱は、昭和６１年８月２９日から施行する。 

 付則 

第１条 この要綱は、平成元年７月２８日から施行する。 

 付則 

第１条 この要綱は、平成９年８月２６日から施行する。 

付則 

第１条 この要綱は、平成１２年１１月１３日から施行する。 

付則 

第１条 この要綱は、平成１３年１月６日から施行する。 

付則 

第１条 この要綱は、平成１４年４月１日から施行する。 

付則 

第１条 この要綱は、平成１６年１０月２８日から施行する。 

付則 

第１条 この要綱は、平成１７年４月１日から施行する。 

付則 

第１条 この要綱は、平成１８年４月２５日から施行する。 

 付則 

第１条  この要綱は、平成２０年６月２４日から施行する。 

附則 

この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 



 

附則 

この要綱は、平成２４年６月２９日から施行する。 

附則 

この要綱は、平成２４年９月１０日から施行する。 

附則 

この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

附則 

この要綱は、平成２７年 月 日から施行する。 

 



高知県医療審議会医療計画評価推進部会 

地域医療構想策定ワーキンググループ設置要綱 

 

（趣旨）  

第１条 この要綱は、高知県医療審議会要綱第７条の４の規定に基づき高知県医療

審議会保健医療計画評価推進部会（以下「計画部会」という。）に設置する地域

医療構想策定ワーキンググループ（以下「構想ＷＧ」という。）の運営に必要な

事項について定める。 

 

（目的） 

第２条 構想ＷＧは、次の事項を調査審議する。 

（１）地域医療構想の策定に関すること 

（２）地域医療構想の推進に関すること 

（３）病床機能報告（医療法（昭和２３年法律第２０５号）第３０条の１３第１項

に規定する報告をいう。）に関すること 

 

（委員） 

第３条 構想ＷＧの委員は、次に掲げる団体の代表者その他の関係者のうちから、

高知県医療審議会保健医療計画評価推進部会の部会長が高知県医療審議会の会

長と協議のうえ指名する。 

（１）診療に関する学識経験者の団体 

（２）病院・有床診療所の開設者・管理者を代表する団体 

（３）公的医療機関 

（４）大学その他の医療従事者の養成に関する機関 

（５）保険者協議会 

（６）高知県内の地方公共団体 

（７）医療を受ける立場にある者 

（８）介護サービス提供者に関係する団体 

（９）その他地域医療の推進に関する学識を有する者 

  

（座長及び座長代理） 

第４条 構想ＷＧに、座長及び座長代理各１名を置く。 

２ 座長及び座長代理は、委員の互選により定める。 

３ 座長は、会務を総理し、構想ＷＧを代表する。 

４ 座長代理は、座長を補佐し、座長に事故ある時はその職務を代行する。 

 

（会議） 

 

（案） 



第５条 構想ＷＧの会議は、座長が必要に応じて招集し、座長が議長となる。 

 

（事務局） 

第６条 構想ＷＧの事務局は、高知県健康政策部医療政策課に置く。 

 

（雑則） 

第７条 この要綱に定めるものの他、構想ＷＧの組織及び運営に関し必要な事項は、

座長が構想ＷＧに諮って定める。 

 

附則 

 この要綱は、平成２７年  月  日から施行する。 
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